
社会資本総合整備計画　事後評価書
安全安心な暮らしを支える立川市下水道（防災・安全）

平成25年度　～　平成26年度　（2年間） 立川市

①合流式下水道改善率を83.3%(H25当初)から100%（H26末）に増加させる。
②多摩川上流処理区の分流式雨水管きょ整備率を19.6%(H25当初)から20.3%(H26末)に増加させる。
③避難所下流路線における重要な管きょのマンホールと管きょの継ぎ手部の地震対策実施率（%）を37.7%（H25当初）から100.0%（H26末）に増加させる。
④ﾎﾟﾝﾌﾟ場に直結する幹線管路における重要な管きょのマンホールと管きょの継ぎ手部の地震対策実施率（%）を0.0%（H25当初）から100.0%（H26末）に増加させる。
⑤避難所におけるマンホールトイレの整備率を0%(H25当初）から34.4%(H26末）に増加させる。
⑥下水道管路施設長寿命化計画策定率を0%（H25当初）から45.3%（H26末）に増加させる。

（H25当初） （H25末） （H26末）

①合流式下水道改善率（%）

合流式下水道改善済み面積（ha）/合流区域面積（ha）

②多摩川上流処理区の分流式雨水管きょ整備率（%）

多摩川上流処理区の分流式雨水管きょ整備完了済み面積（ha）/多摩川上流処理区の分流式雨水計画排水区域面積（ha）

③避難所下流路線における重要な管きょのマンホールと管きょの継ぎ手部の地震対策実施率（%）

避難所下流路線における重要な管きょのマンホールと管きょの継ぎ手部の地震対策実施済み箇所数（箇所）/避難所下流路線における重要な管きょのマンホールと管きょの継ぎ手部の地震対策を実施すべき箇所数（箇所）

④ﾎﾟﾝﾌﾟ場に直結する幹線管路における重要な管きょのマンホールと管きょの継ぎ手部の地震対策実施率（%）

ﾎﾟﾝﾌﾟ場に直結する幹線管路における重要な管きょのマンホールと管きょの継ぎ手部の地震対策実施済み箇所数（箇所）/ﾎﾟﾝﾌﾟ場に直結する幹線管路における重要な管きょのマンホールと管きょの継ぎ手部の地震対策を実施すべき箇所数（箇所）

⑤避難所におけるマンホールトイレの整備率（%）

避難所におけるマンホールトイレの整備済み箇所数（箇所）/避難所におけるマンホールトイレを整備すべき箇所数（箇所）

⑥下水道管路施設長寿命化計画策定率（%）

長寿命化計画策定済みの下水道管路施設延長（km）/長寿命化計画を策定すべき下水道管路施設延長（km）

実績　　　　　　　　　　

A１　下水道事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業及び 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 施設種別 H25 H26

立川市単独処理区

A1-1-2 下水道 一般 立川市 直接 － 合流 新設 雨水浸透施設整備（合流改善） 271
立川市合流式下水道

緊急改善計画

A1-1-3 下水道 一般 立川市 直接 － 合流 新設 合流式下水道雨天時越流水貯留施設整備（合流改善） 67
立川市合流式下水道

緊急改善計画

A1-1-5 下水道 一般 立川市 直接 － 合流 改築 避難所下流路線における下水道管路施設耐震化整備（地震対策） 30
立川市下水道

総合地震対策計画

A1-1-6 下水道 一般 立川市 直接 － 合流 新設 一次避難所へのマンホールトイレ(マンホールを含む下部構造物)の整備(地震対策) 34
立川市下水道

総合地震対策計画

A1-1-7 下水道 一般 立川市 直接 － 合流 改築 下水道管路施設長寿命化対策事業 13 長寿命化支援制度

北多摩一号処理区

A1-2-1 下水道 一般 立川市 直接 － 合流 新設 一次避難所へのマンホールトイレ(マンホールを含む下部構造物)の整備(地震対策) 11
立川市下水道

総合地震対策計画

北多摩二号処理区

A1-3-1 下水道 一般 立川市 直接 － 合流 改築 避難所下流路線における下水道管路施設耐震化整備（地震対策） 3
立川市下水道

総合地震対策計画

A1-3-2 下水道 一般 立川市 直接 － 合流 新設 一次避難所へのマンホールトイレ(マンホールを含む下部構造物)の整備(地震対策) 14
立川市下水道

総合地震対策計画

多摩川上流処理区

A1-4-1 下水道 一般 立川市 直接 － 分流 新設 西砂川雨水幹線埋設整備（浸水対策） 742箇所　L=0.2㎞ 立川市

一次避難所2箇所(マンホールトイレ20基) 立川市

下水道管路施設内調査 立川市

3箇所 立川市

一次避難所１箇所(マンホールトイレ10基) 立川市

立川市

1箇所　Ｖ=1,400㎥ 立川市

32箇所 立川市

一次避難所5箇所(マンホールトイレ50基) 立川市

－ Ｃ 9
効果促進事業費の割合

1.6%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
567 Ａ 558 Ｂ

0.0% 0.0% 34.4%

0.0% 0.0% 45.3%

37.7% 66.3% 100.0%

0.0% 100.0% 100.0%

中間目標値 最終目標値

83.3% 100.0% 100.0%

19.6% 20.0% 20.3%

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

快適な生活環境が持続でき、災害に強い下水道を市民とともに目指します。

　　計画の成果目標（定量的指標）

当初現況値

事後評価の実施体制

事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期

事後評価の実施時期

平成27年第3回市議会定例会（平成27年10月決算特別委員会）後

交付対象事業

公表の方法

立川市ホームページ上にて公表

立川市の「行政評価」制度を活用して以下の通り実施。
①一次評価：立川市環境下水道部下水道工務課において各事業の事務事業評価表を作成。
②二次評価：市長を委員長とする行政評価委員会が事務事業評価表に基づき評価。
③二次評価の結果を議会報告し、ホームページ等で公表。
④行政評価の結果に基づき、事後評価書に反映。

事業者
省略
工種

１．交付対象事業の進捗状況

要素となる事業名 事業内容 市町村名
全体事業費
（百万円）

浸透能7,126㎥/hrの浸透施設を設置（学校8箇所、道路雨水桝浸透化1059箇所）



A1-4-2 下水道 一般 立川市 直接 － 分流 新設 雨水枝線埋設整備（浸水対策） 25

A1-4-3 下水道 一般 立川市 直接 － 分流 改築 避難所下流路線における下水道管路施設耐震化整備（地震対策） 3
立川市下水道

総合地震対策計画

A1-4-4 下水道 一般 立川市 直接 － 分流 改築 ﾎﾟﾝﾌﾟ場に直結する幹線管路における下水道管路施設耐震化整備（地震対策） 0
立川市下水道

総合地震対策計画

A1-4-5 下水道 一般 立川市 直接 － 分流 新設 一次避難所へのマンホールトイレ(マンホールを含む下部構造物)の整備(地震対策) 13
立川市下水道

総合地震対策計画

合計 558

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H25 H26

合計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H25 H26

立川市単独処理区

C1-1-1 下水道 一般 立川市 直接 － 3

C1-1-2 下水道 一般 立川市 直接 － 3

北多摩一号処理区

C1-2-1 下水道 一般 立川市 直接 － 10基 1

北多摩二号処理区

C1-3-1 下水道 一般 立川市 直接 － 20基 1

多摩川上流処理区

C1-4-1 下水道 一般 立川市 直接 － 1

合計 9

番号 備考

C1-1-1

C1-1-2

C1-2-1

C1-3-1

C1-4-1

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終実績値

一体的に実施することにより期待される効果

地震時に下水道施設が被災した場合においても下水道施設の機能を確保することができ、地震対策の向上に資する。

基幹事業であるマンホールトイレと一体的に整備することにより、災害時の避難所におけるトイレの確保が確実なものとなり地震対策の促進に寄与する。

基幹事業であるマンホールトイレと一体的に整備することにより、災害時の避難所におけるトイレの確保が確実なものとなり地震対策の促進に寄与する。

基幹事業であるマンホールトイレと一体的に整備することにより、災害時の避難所におけるトイレの確保が確実なものとなり地震対策の促進に寄与する。

基幹事業であるマンホールトイレと一体的に整備することにより、災害時の避難所におけるトイレの確保が確実なものとなり地震対策の促進に寄与する。

新設 避難所へのマンホールトイレ(上部構造物）の整備 立川市

新設 避難所へのマンホールトイレ(上部構造物）の整備 18基 立川市

新設 避難所へのマンホールトイレ(上部構造物）の整備 58基 立川市

新設 立川市

全体事業費
（百万円）工種

新設 可搬式ポンプの整備 2台 立川市

全体事業費
（百万円）工種

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容 市町村名

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容 市町村名

7箇所 立川市

0箇所 立川市

一次避難所2箇所(マンホールトイレ18基) 立川市

3箇所　L=0.1km 立川市

Ⅰ定量的指標に関連する交付対象事業の効果の発現状況
・合流式下水道の改善に必要な施設整備を、法令で定められたH25年度末までに完了し、汚濁負荷量が分流式下水道並みに削減され、各雨水吐口からの未処理放流回数が半減し、夾雑物が削減された。
・多摩川上流処理区の分流式雨水管きょの整備により当該地域の浸水安全度が向上した。
・一次避難所へのマンホールトイレの整備とその下流路線の地震対策により、一次避難所30箇所中11箇所で震災時のトイレが確保され、防災対応力が向上した。

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

・現計画から本市下水道事業の方針の変更は無いため、次期計画は現計画の達成状況を踏まえ、継続して実施する計画とする。各事業の方針は以下の通り。
・合流式下水道の改善は、速やかに事後評価を実施して、効果を検証する。
・浸水対策事業は、分流式地区である多摩川上流処理区の浸水安全度を向上させる為、引き続き雨水管きょの整備を重点的に進めていく。
・地震対策事業は、残る一次避難所でのトイレの確保とﾎﾟﾝﾌﾟ場に直結する幹線管路の地震対策を最優先とし、引き続きマンホールトイレの整備とその下流路線及びﾎﾟﾝﾌﾟ場に直結する幹線管路の地震対策を実施していく。
・長寿命化事業は、立川市単独処理区の下水道管路施設の老朽化対策を最優先し、下水道管路施設長寿命化計画を策定して順次対策を実施していく。

指標①　合流式下水道改善率（%）
100.0

100.0
目標値と実績値に差が出た要因 目標を達成した。

指標③　避難所下流路線における重要な管きょのマンホールと管
きょの継ぎ手部の地震対策実施率（%）

100.0
目標値と実績値に差が出た要因

調査の結果、1箇所について管自体の破損により継手部の耐震化を行っても効果が発揮
されないことが判明した為、今後の改築に合わせて実施することとした。99.0

指標②　多摩川上流処理区の分流式雨水管きょ整備率（%）
20.3

目標値と実績値に差が出た要因
概ね予定通りに実施されたが、入札不調により、一部の事業が先送りとなった。
なお、整備率が減少した他の要因としては、分母となる整備予定面積（事業計画面積）
が平成25年度の事業計画変更によって増加したことによる。20.0

45.3
目標値と実績値に差が出た要因

H26年度は、これまでの調査結果の整理など下水道管路施設長寿命化計画の策定に向け
た準備作業を行い、策定は平成27年度に行うこととした。0.0

目標を達成した。なお、1箇所は他事業により整備を行った。
36.6

指標④　ﾎﾟﾝﾌﾟ場に直結する幹線管路における重要な管きょのマン
ホールと管きょの継ぎ手部の地震対策実施率（%）

100.0
目標値と実績値に差が出た要因

調査の結果、管自体の老朽化が進んでいることが判明した為、継手部の耐震化を単独で
行っても効果が限定的であることから、今後の改築に合わせて実施することとした。0.0

Ⅱ定量的指標の達成状況

指標⑤　避難所におけるマンホールトイレの整備率（%）
34.4

目標値と実績値に差が出た要因

指標⑤　下水道管路施設長寿命化計画策定率（%）


